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内容梗概 
社会の情報化と快適さを求める人々のライフスタイルの変化は，冷房や動力の需要を高

めており，それはまた夏場の電力のピーク負荷を先鋭にしている。一方で，情報化やロボ

ットといった先端技術の進歩は，コンピュータの普及をうながし，停電が少なく電圧や周

波数の変動が小さい高品質な電気の供給を要求している。先鋭化する負荷と高品質な電力

供給への対応には，電気料金メニューによる方法，電気温水器など夜間電力利用，電気利

用機器の効率向上，非常用電源の普及，そして電力貯蔵技術の導入などがある。この中で

電力貯蔵技術による対策は平準化効果が最も大きく，かつ非常電源用としても活用できる

ことから電力品質の向上にも役立つ方法として期待されている。 

 現在，日本の電力事業に関しても規制緩和が進んでおり，2005 年 4 月からは 50kW 以上

の需要家に対する卸電力市場が設置された。そのような自由化環境において，電力市場価

格や停電発生の不確実性リスクが生じており，電力貯蔵設備の経済的価値を評価するため

にはそれらの考慮が必須となっている。 

 そこで本研究では，電力市場価格の推移が確率微分方程式で表現できるという仮定の下，

解析期間内における電力市場価格と停電発生の不確実性を考慮した上での，確率動的計画

法による電力貯蔵設備の最適貯蔵戦略を導出するとともに，パラメータが電力貯蔵設備の

経済的価値に及ぼす影響について分析をし，電力貯蔵設備導入の費用便益分析を行う。 

  第 1 章では研究背景として電力貯蔵設備の現状と電力自由化について述べた後，本研究

の目的を定義する。 

  第 2 章では不確実性を模擬する際に使用する確率過程と，その確率過程を解くために必

要となる伊藤公式による確率微分方程式について概説した。また，確率微分方程式の数値

解析解を解くために必要とされる有限差分法の基本的な特徴や考え方について示す。 

  第 3 章では電力小売事業者についての設定を行い，電力調達コストについての定義を行

った。また小売事業者にとってのリスクとなる不確実性（電力市場価格・停電発生の有無）

の模擬方法について説明した。さらにそれら単位時間あたりの不確実性の変動と，状態変

数を考慮した確率動的計画法を用いた総電力調達コストの導出方法と，本論文で提案する

差分法による具体的な数値解析方法について説明する。 

  第 4 章では前述した手法を用いて電力小売事業者の最適電力貯蔵戦略を導出する。次に，

日を跨いだ連続運転を可能とするアルゴリズムによる最適貯蔵戦略を導出する。 

  第 5 章では電力貯蔵設備の経済的価値について定義し，パラメータの変更を行うことで

電力貯蔵設備の経済的価値がどのような影響を受けるかについて説明する。また，固定費

を考慮することで電力貯蔵設備導入の費用便益分析を行い，続いてモンテカルロ法を用い

て結果の妥当性の確認を行う。最後に与えられた初期投資額の中で，最適電力貯蔵設備容

量の探索を行う。 

  第 6 章では本研究において得られた知見と今後の課題を述べる。
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第1章 序論 

1.1 研究背景 

1.1.1 電力貯蔵技術の役割と展望 

1.1.1.1 はじめに 
 社会の情報化と快適さを求める人々のライフスタイルの変化は，冷房や動力の需要を高

めており，それはまた夏場の電力のピーク負荷を先鋭にしている。一方で，情報化やロボ

ットといった先端技術の進歩は，コンピュータの普及をうながし，停電が少なく電圧や周

波数の変動が小さい高品質な電気の供給を要求している。先鋭化する負荷と高品質な電力

供給への対応には，電気料金メニューによる方法，電気温水器など夜間電力利用，電気利

用機器の効率向上，非常用電源の普及，そして電力貯蔵技術の導入などがある。この中で

電力貯蔵技術による対策は平準化効果が最も大きく，かつ非常電源用としても活用できる

ことから電力品質の向上にも役立つ方法として期待されている。 

 

1.1.1.2 電力貯蔵技術の役割 
電力貯蔵とは，夜間など需要のオフピーク時にベース電源の電気でエネルギーを貯蔵し，

昼間のピーク負荷時にそれを電気に変換する，いわゆる負荷の移行によって平準化を行う

ものである。それは燃料コストが安価な大型電源の夜間稼働率を高めることになり，連続

運転による大型電源の信頼性が向上するだけでなく，昼間のピーク負荷用の火力電源の燃

料，特に石油の消費量を節約することになる。将来，大型電源に原子力発電が利用できる

ようになれば，一定負荷での連続運転によって，原子力発電の安全性が向上するだけでな

く，石油への依存度低下によって我が国のエネルギーセキュリティ向上と CO2 排出量の削

減に貢献することにもなる。また最近話題の分散型電源の導入にあたり，系統の安定性を

保つために電力貯蔵システムが期待されている。 

 電力貯蔵には優れた負荷応答特性のほかに，電源の計画と運用において将来の不確実性

に対応できる利点もある。表  1-1 は電力貯蔵技術の導入によって得られる効果を示したも

のである。表に示すように電力系統の信頼性を高める効果として，電圧・周波数調整ある

いは停電時の非常用電源，さらに予備力としての働きがある。また経済効果としては，負

荷平準化や信頼性向上にかかる費用削減，起動停止時や負荷追従による効率低下に伴う燃

料費の低減，それに電圧・周波数調整設備費といった設備費の削減がある１。 
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表  1-1 電力貯蔵の導入効果 

  設備面 運用面 

負
荷

平
準

化
 

・ピーク電源の削減 

・ベース電源の設備増 

・予備力の低減 

・燃料費の節約 

・利用率向上による熱効率の上昇 

・起動回数削減による起動損失の低減と補修点検作業の軽減 

発
電

 

計
画

 

・立地制約が小さい 

・建設期間の短縮 

・不確実な将来の電源計画への柔軟性

・一時的、ローカルな負荷増への対応 

・燃料の貯蔵量、購入量に柔軟性 

系
統

信
頼

性
 

・調整設備（電圧・周波数）の削減 

・動揺設備の削減 

・停電時の非常用電源を削減 

・短絡時の補償設備の削減 

・助燃費の削減 

・調整設備などの燃料費削減 

送
電

 

・
そ

の
他

 

・設備の削減 

・建設の繰り延べ 

・環境保全効果 

 

1.1.1.3 電力貯蔵技術の種類と特徴 
社会のエネルギー需要は，時々刻々と変化しており，その変化する需要に合わせてエネ

ルギーは供給されねばならない。エネルギーの中で，石油，天然ガス，熱のようにそのま

まのエネルギー形態で貯蔵できるものは，需要の変動に対して安定した供給ができる。そ

れに対して，太陽光，風力，それに電気はそのままの状態では貯蔵ができないエネルギー

であるために，需要の変動に対しては貯蔵できる他のエネルギー形態に変換して供給する

ことになる。 

石油などの化学物質は体積あたりのエネルギー密度が最も大きいエネルギーで，貯蔵特

性に優れている。エネルギー密度は，化学，高温熱，運動，磁気，重力の順に小さくなっ

ていく傾向がある。図  1-1 は，各種エネルギーの貯蔵特性をエネルギー密度と貯蔵設備費

とで比較したもので，図の右下にあるエネルギーほどエネルギー密度が高く安価に貯蔵で

きることを示している。図から石油と液体水素が最も優れ，次いで化学物質や熱貯蔵が続

いており，それに対して左上の実線で囲った電力貯蔵用のエネルギー形態はあまり優れた

特性のものでないことがわかる。 

石油や LNG は，実際に大量に貯蔵されていることからもわかるように，貯蔵特性に優れ

ている。しかし，それを電力貯蔵用のエネルギー形態としてみると，必ずしも優れている

とはいえない。電力貯蔵は，電気をあるエネルギー形態に変換して貯蔵し，それを再び電

気に変換するといった 2 つの変換プロセスから成り立っている。電力貯蔵用のエネルギー

媒体に石油，化学物質，熱を使うと，2 つの変換によって総合的な効率は 20%以下にまで低
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下する。変換効率の低下は，貯蔵時の費用がたとえ安価であっても全体からみると電力貯

蔵技術を経済的に劣ったものにしてしまう。それに対して，実用化している電力貯蔵技術

は一般に，65%以上の高い変換効率を有し変換時のエネルギー損失が小さいために，貯蔵面

での特性が劣っていても全体からみると経済的になる。 

0.001 0.01 0.1 10

kWh/リットル

1

0.1

1

10

$/kWh

1000

100

エネルギー密度

貯
蔵
費
用

超電導
フライホール

蓄電池

蒸気地下
揚水

揚水
（従来）

圧
縮
空
気

圧
縮
空
気

高温水 溶解塩

液
体
水
素

液
体
水
素

石
油
石
油

岩石蓄熱
化学物質

 

図  1-1 エネルギー貯蔵のエネルギー密度と貯蔵費用 

 

 電力貯蔵技術には，既に商用化している揚水発電の他に，圧縮空気，蓄電池，フライホ

イール，超電導などがある。図  1-1 の実線で囲った電力貯蔵技術の特性をみると，エネル

ギー密度が大きいものほど貯蔵費用は増大する傾向にある。それは貯蔵密度を高めるため

には，経済的な負担が大きくなることを示している。すなわち超電導，蓄電池，フライホ

イールといった磁気，化学，あるいは機械的な貯蔵方法になるほど，設備はより精密にな

り製造費用も増大する。それに対し，圧力や位置エネルギーによってエネルギーを貯えて

いる圧縮空気や揚水発電は，貯蔵設備の多くが土木工事により建設できるために，エネル

ギー貯蔵密度は小さくても費用は安くなる。 

 エネルギー密度と貯蔵効率が大きい電力貯蔵ほど，設備をコンパクトにすることができ

る。表  1-2 は，各種貯蔵技術を貯蔵，運転，経済性で比較したものである。蓄電池とフラ

イホイールは，貯蔵密度が大きく装置が小型になるだけでなく，起動停止と負荷応答性と

いったシステムの運用にも優れている。しかし，問題は装置の寿命と経済性である。貯蔵

密度と運用特性を高めるために装置を精密にしているため，その分は寿命が短くかつ単位

エネルギーあたりの貯蔵設備費も高くなっている。 
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表  1-2 電力貯蔵技術の比較 

    揚水 圧縮空気 蓄電池 超伝導 フライホイール 

規模 中～大 中 小～中 小～中 小 

[万 kWh] 50～1000 50～250 ～80 ～10 ～1 

密度[kWh/m3 ～1 8 100 10 50 貯
蔵

特
性

 

貯蔵効率[%] 70 75～80 70～75 80～90 ～70 

起動・停止 1 分程度 20～30 分 瞬時 瞬時 瞬時 

負荷追従性 大 中 大 大 大 

信頼性 有 有 有 確立中 確立中 運
転

特
性

 

寿命 40 年以上 20 年以上 10 年以上 30 年以上 10 年以上 

発電部[万円/kW] 14 14 4* 4* 4* 

貯蔵部[万円/kWh] 1 0.5～1.5* 2～3* 2～3* 15 以上* 

建
設

費
 

           

建設期間[年] 8～12 2～6 1～3 2～5 1～2 

＊：技術進歩を見込んだ商用時のコスト 

 

 異なる電力貯蔵技術を運用性と経済性から比較すると，化学や運動エネルギーで貯える

蓄電池とフライホイールは小型の貯蔵設備として優れており，圧力や位置エネルギーで貯

える圧縮空気と揚水発電は大型に向いており，超電導ではその中間に位置づけられること

になる。 

 

1.1.1.4 電力貯蔵技術の展望 
揚水発電 

 揚水発電は，大規模電力貯蔵技術として実用化している技術である。わが国の揚水発電

の設備容量は約 2000 万 kW で，総設備容量の約 10%を占めている。揚水発電所は，「上池」

と「下池」の 2 つの貯水池を設け，夜間や休日のオフピーク時に大型火力や原子力の電気

を利用して下池から上池に水を汲み上げておき，昼間の電力需要がピークのときにこの水

を使って発電するシステムである。上池と下池との落差を大きくするほど発電出力も大き

くなるため高落差，大容量化へ向けて技術開発が進んでいる。 

圧縮空気貯蔵 

 新しい電力貯蔵技術に期待されていることは，揚水発電よりも立地制約が小さく，需要

地近接の発電所，変電所，需要家など電力系統内のさまざまな場所に設置できることであ

る。圧縮空気貯蔵は，揚水発電を代替する中型電力貯蔵技術である。オフピーク時の電気

を利用して高圧空気を貯蔵し，それを昼間，ガスタービンを利用して発電する技術であり，

欧米では岩塩層を利用して高圧空気を貯蔵した商用プラントが建設されている。わが国の
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場合，地下の岩盤や海底の貯蔵タンクなどに貯蔵しなければならず貯蔵費用が高くなると

いう問題がある。経済的な導入を図るためには，地下軟岩に安価に設置できる貯気槽の開

発や，圧縮機やガスタービンの排熱が暖房や冷房などに利用できる都市型のコージェネレ

ーションシステムの開発が求められる。 

超電導電力貯蔵 

 超電導電力貯蔵は，コイルに流れる電流でエネルギーを貯える技術である。貯蔵効率は

90%以上と大きく，かつ蓄電池と同じように負荷の変動に瞬時に追従できる優れた特性を有

している。高温超伝導の薄膜開発は着々と研究成果が上がってきている。超電導物質を実

際に利用するには，材料を線材や薄膜に加工したとき，外部から磁界がかかった場合でも

充分な電流密度と強度が保てるようにしなければならない。高温超電導線材の実現には，

まだその開発に相当の期間と経済的リスクを伴うことになる。しかし超電導技術の発展は，

電気事業だけでなくエレクトロニクス，医療，輸送といった広範囲の分野に影響を与える

ため，その可能性に向けた着実な研究開発が望まれる。 

蓄電池 

 蓄電池の利点は，設備のコンパクトさと負荷への応答の良さである。分散型の電力貯蔵

技術として，電気事業の電力貯蔵以外に，家電製品，工場や事務所の非常用電源，電気自

動車の動力源，それに自然エネルギーの貯蔵などさまざまな用途に利用されている。電池

技術の流れとしては，高エネルギー密度，長寿命，経済性，環境性，安全性，リサイクル

性など高性能を目指した技術開発が進んでいる。その中で高エネルギー密度は今後の蓄電

池の用途の拡大と普及を考えたとき，最も重要な課題になる。 

 既存の蓄電池の代表格は，鉛蓄電池のニッケルカドミウム蓄電池である。鉛蓄電池は，

小型シール型の導入で据え付け方の自由度が増し，それまでの産業用や自動車用を中心と

する分野からポータブル機器用へとその用途を拡大している。ニッケルカドミウム蓄電池

は正極製造方法の改良などの技術進歩により高容量化に成功し，理論的な限界に近いレベ

ルにまで発展している。 

 現在開発中の民生用蓄電池の中で期待されているのが，ニッケル水素電池とリチウム蓄

電池である。ニッケル水素蓄電池は，負極に水素吸蔵合金をしようしており，起電力の大

きさがニッケルカドミウム電池とほぼ同じである。その特徴は，容量が比較的大きく，環

境汚染物質であるカドミウムの代わりに水素吸蔵合金を使用している点である。ニッケル

水素蓄電池に次ぐ新しい電池として新しい電池としてリチウム蓄電池が注目されている。

中でも負極にリチウム金属に代わる炭素材料を採用したリチウムイオン蓄電池は，優れた

性能から急速に市場を拡大しつつある。 

 電気事業の蓄電池は，揚水発電などの他の電力貯蔵技術に比べると，設備がコンパクト

で立地制約が小さく，需要地近接の発電所，変電所，需要家など電力系統内の色々な場所

に設置できるといった特徴がある。また蓄電池は負荷応答性と信頼性にも優れている。現

在，非常用電源の他にピークカット電源や変・配電所などでの電圧・周波数調整用電源と
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してこれまでの鉛蓄電池に代わって，NaS 電池，レドックスフロー電池が普及しつつある。

本論文で評価対象としても，この蓄電池を想定している。 

 

1.1.2 日本における電力自由化の流れ 

1.1.2.1 電力自由化とは 
 日本の電力会社は株式会社であるが，世界の国々の多くは 1990 年代に入るまで国家機関

や地方政府が電気事業を行っていた。株式会社形態をとっていたのは米国，日本，ドイツ

の一部ぐらいであった。しかしながら，日本の電力会社が普通の株式会社と違うのは，本

来政府が果たすべき国民への責務を代行するため，公益事業特権が与えられてきたことで

ある。電気事業が規制産業であった理由として， 

一 普通の企業ではとても出来ないような巨額の設備投資が事業の性質上求められる。それ

を可能にするために，総括原価方式を取り入れ，必要な費用を全て消費者に転嫁し，適

正利潤を上乗せさせることで，安心して事業展開ができる環境が構築されている。 

二 電気事業の最大の特徴である送配電設備は，複数の会社が争って作りあうよりも，地域

独占とするほうが断然効率がいい 

三 独占供給となる以上，政府が業務規制を行い，独占の弊害を出さないよう努めている。 

といったことがあげられ，これらを既定したのが電気事業法で，この制度のお陰で戦後

の復興，そして高度成長期の間を通じて日本国民は電気に困ることなく，経済発展に邁

進することができた。 

 このように日本の発展に貢献してきた日本の電気事業制度も，制定から数十年もたつと

制度疲労を起こし始めた。安定供給とユニバーサルサービスは世界随一のレベルを有する

に至ったものの，”できるだけ廉価な電気を国民に提供する”という肝心なことが疎かになっ

てしまい，先進国では一番高い電気となってしまったのである。そこで，上記の規制を緩

和し，民間の参入を促進させることで競争原理を働かせれば値段が下がるのではないか，

という議論に電力自由化は端を発している。 

 

1.1.2.2 電気事業法の改正 
 以下，2003 年に制定された現行の改正電気事業法について説明する。改正案の重要項目

は， 

一 自由化範囲を 2004 年 3 月以前の約 30%を段階的に開放し，2005 年度には約 60%（高圧

の 50kW 以上受電）に広げる。（図  1-2 参照） 
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2004年
3月以前

2005年
4月以降

2007年

に検討開始

20000V以上，2000kW以上の

需要家が電気の購入先を選べる

6000V以上，50kW以上の

需要家が電気の購入先を選べる
(2004年4月～500kW以上)

家庭用を含めた全ての顧客による
選択が可能となる可能性

約3割

10割？

約6割

 

図  1-2 自由化範囲の拡大 

 

二 パンケーキ（電力会社の供給地域をまたぐ毎に課金されるいわゆる振替料金）を廃止し

て，全国規模の電力融通をやりやすくし，競争の活性化を促進できる環境を整えた。（図 

 1-3 参照） 

G

L L

G

改正以前

区域を跨ぐ託送利用者が利用料金
を負担（パンケーキ）

G

L L

G

改正以前

区域を跨ぐ託送利用者が負担していたコストを
地域の全需要家が広く薄く負担

振替料金（0.3円） 振替料金（3円）

3円+0.3円+0.3円=3.6円 3円

振替料金相当を
事業者間で分担

3.02円 3.02円

接続料金
（0.02円上昇（例））

 

図  1-3 振替供給制度の見直し 

 

三 全国一律，卸電力取引市場を設立，オークション方式によるスポット方式と，ザラ場方

式による先渡し市場をつくり，電力の売り買いを活発化させることにした。 

四 今回は発送電一貫体制堅持で構造規制とはならなかったので，電力会社も外部業者（PPS

など）も同時に利用する送電システムの中立性を確保する必要がある。そのために行為

規制を徹底させる目的で，中立期間（電力系統利用協議会）を設立し，系統運用に関す

るルール策定・監視及び紛争時の斡旋・調停を行うことで，公平性と透明性を確実にす

る。 

五 小売事業者の活動範囲を広げるために同時同量を緩和して，これまでの 3%から 10%の

範囲で自由に選べるようにする。 
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六 電源開発促進法を廃止して，電源開発（株）を民営化し，市場をより活性化する目玉と

する。 

七 分散電源からの自営線を認め，供給源の多様化を図る。 

八 長期固定電源の投資環境の整備を行う。例えば，原子力発電等は自由化に馴染まないが，

国家的見地よりどう持続的安定運転を確保していくかという対応策を講じる。 

以上の通りだが，前面規制時代から今日までの流れをもう一度，図解しわかりやすくした

のが図  1-4 から図  1-7 である。 

 図  1-4 は 1994 年以前の体制で，戦後の復興と日本の高度成長に多大な貢献をした。 

（発電）

（送配電）

（発電）

（送配電）

卸電力
事業者

卸電力
事業者

（需要家）（需要家）

供給契約

全
て
一
貫
体
制

一般電気事業者

 
図  1-4 一貫体制（1994 年まで） 

 

図  1-5 は独立系発電事業者（IPP：Independent Power Producer）が導入された改正の第一

弾である。IPP は当時は画期的であったが，IPP で作った電気は全て規制産業である電力会

社が買い上げてしまい，消費者からすると具体的な値下げが見えるものではなかった。 

（発電）

（送配電）

卸電力
事業者

卸電力
事業者 IPPIPP

（需要家）（需要家）

卸供給

（需要家）（需要家）

特定電気
事業者

配電

供給契約

緊
急
時
補
給

一般電気事業者

 
図  1-5 1995 年電気事業制度改革 

 

 続く 2000 年の電気事業法改正により，図  1-6 のように送電線が開放され，特定規模電気

事業（特定地域内に限った電力事業）が認められた。 
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（発電）

（送配電）

卸電力
事業者

卸電力
事業者 IPPIPP

（需要家）（需要家）

卸供給

（需要家）（需要家）

特定電気
事業者

配電

供給契約

緊
急
時
補
給

一般電気事業者

 
図  1-6 2000 年電気事業改正 

 この後完全自由化を求める声も少なからずあったが，より進んだ自由化体制を選んだカ

リフォルニア州の電力崩壊や，エンロンの倒産を目の当たりにして，2007 年に「全面自由

化について検討を開始する」ということで先送りとなり，”発送電一貫体制の堅持”の道を選

んでいる。従って図  1-6 からは大きく変化せず，図  1-7 のような現体制となっている。２３４５ 

（発電）

（送配電）

卸電力
事業者

卸電力
事業者

IPPIPPIPPIPP一般電気事業者
特定規模
電気事業

特定規模
電気事業
特定規模
電気事業

特定規模
電気事業

（需要家）
大口に限定

（需要家）
大口に限定

卸
供
給

電源
開発

電源
開発

（需要家）
規制部内

（需要家）
高圧

⑧長期固定電源の
投資環境整備

④
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
部
門
の

公
平
性
・透
明
性
確
保

の
た
め
の
中
立
機
関
設
置

④
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
部
門
の

公
平
性
・透
明
性
確
保

の
た
め
の
中
立
機
関
設
置

⑥民営化

③卸電力
取引所設立

②全国系統
利用促進

⑤同時同量
制度見直し

①自由化
範囲拡大

⑦分散電源用
自営線敷設容易化

（送配電）

（
発
電
）

他地区の一般
電気事業者

 
図  1-7 現体制 

 

1.1.3 電力貯蔵システムの運用戦略 

 自由化環境における貯蔵設備を保持する小売事業者は，電力価格変動リスクと停電発生

による相対契約先へのペナルティー料金支払いリスクの両方を考慮しつつ，貯蔵設備を運

用せねばならない。つまり，設備容量をできる限り有効に活かしてオフピーク時である夜

間の電力の安い時間に電力を買い，ピーク時の電力の高い時間に電力を買うといった行動
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をとりつつ，停電時の非常電源用として，一定の電力を保持し続けるという 2 点を考慮し

ながら最適運用を行う必要がある。 

 

1.2 研究目的 
 前述したように，ライフスタイルの変化や電力自由化により，電力貯蔵設備の導入が有

効であるのは認識されているが，それを定量的に分析した研究は少ない。自由化された電

力市場での短期または長期における電力価格の変動や停電発生による損失は電力貯蔵設備

を運用する際にも大きなリスクとなる。そういったリスクを考慮した上で電力貯蔵設備の

最適貯蔵戦略を導出し，さらにはその最適運用を行った場合に電力貯蔵設備導入によって

得られる費用便益を定量的に分析することは，今後の貯蔵設備促進のために必要と考えら

れる。 

 近年，このような電力市場価格や停電発生の不確実性のリスクを回避するために金融工

学を応用し，相対契約や発電設備の価値を求めるといった研究が盛んに行われている。６７８９

しかしながら，電力貯蔵設備の貯蔵戦略に対して電力市場価格と停電発生の不確実性を考

慮した研究は少ない。１０ 

 そこで本論文では，金融工学にも適応される確率微分方程式と動的計画法を応用し，自

由化された電力市場において，電力価格と停電コストの不確実性を考慮した上で，電力貯

蔵設備内の貯蔵量を状態量と考え，それらの価値を数量化する数学的モデルを提案する。

そしてその結果を検証すると共に，電力貯蔵設備の最適貯蔵戦略について不確実性の及ぼ

す影響について検討を行う。 

 次に，導出された最適貯蔵戦略を行った場合，電力貯蔵設備を導入していない場合に比

べてどの程度の費用便益が生じるのかを，様々なパラメータを変化させて定量的に分析す

る。 

 最後に，初期投資額を固定させた場合の最適貯蔵設備容量がどの程度になるかについて

の探索を行う。 
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第2章 確率過程と数値解析法 
本章では，不確実な現象をモデル化する確率過程を概説し，本論文で用いる伊藤の定理

と確率微分方程式について説明する。また確率微分方程式を数値解析する際に用いる，モ

ンテカルロ法と有限差分法の基本的なアルゴリズムを示す。 

2.1 確率過程と確率微分方程式 
時間とともに変化する確率変数 X(t)で表される確率的な現像を，「確率過程」という。金

融工学では，資産または証券の価格などの価格は時間的な推移に伴って予想できない形で

ランダムに変動する。この資産価格の変動をどのような確率過程で記述するのが妥当であ

るかという問題は，長年にわたって研究されてきた。ここでは，本論文に深いかかわりを

持つ数種類の確率過程について，またその微分方程式について説明する。 

 

2.1.1 標準ウィナー過程と一般ウィナー過程 

確率変数 )(tZZt = に対し， 

tdttt ZZdZ −≡ +  

( 2-1) 

もし dZt が平均 0，分散 dt の正規分布に従う時，dZt をホワイトノイズと呼び，Zt を標準

ウィナー過程と呼ぶ。標準ウィナー過程は次の性質を持つ。 

性質 1   0][ =tdZE  

性質 2   0][][ ==⋅ tt dZdtEdtdZE  

性質 3   dtdZEdZVar tt == ])[(][ 2  

つまり，dZt の分散は dt となり消滅しないが，[(dZt)α],α>1，の分散は消滅する。確率変数

dZtの関数 f(･)について Var[f(dZt)]=0 ならば，E[f(dZt)]= f(dZt)となる。従って，確率変数の計

算ルールとして次の性質を得る。 
ルール１  ( ) dtdZt =2  

ルール２  0=⋅dtdZt  

 ここで，標準ウィナー過程 Ztを与えられたとき，次のように拡張された確率過程 Xt， 

ttXtXt dZdtdX
tt ,, σμ +=  

( 2-2) 

を一般ウィナー過程と呼ぶ。 

 特にμX,t=μ，σX,t=σなる定数のパラメータのとき，代数ウィナー過程と呼び，μは期待

値を表すドリフト，σは不確実性を表すボラティリティと呼ぶ。１１ 
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2.1.2 平均回帰過程 

原油や電力等のエネルギー価格や金利等については，長期的に一定価格に収斂する傾向

(平均回帰性)があり，その傾向を取り入れた確率過程として平均回帰過程が用いられており，

以下のような式で与えられる。 

( ) tttt dZXdtXdX γσμα +−=  

( 2-3) 

ただし，α： 回帰速度(>0) 

μ ： 長期均衡値(>0) 

σ：ボラティリティ(>0) 

γ：任意パラメータ 

dZｔ ：ウィナー過程 

 

ここで，E[dXt] =α(μ－Xt)dt となるから，もし Xt >μならば，E[dXt]< 0 となって将来の

Xtを引き下げる傾向にある。逆に Xt <μならば Xt を引き上げる力が作用する。このように現

在の価格がμから離れすぎるとμに引き戻される性質を指して平均回帰過程と呼んでいる

のである。 

なお，Var[dXt]=σ2Xt
2γdt，となり，γ>1/2 に対して，現在の価格 Xtが大きい時 dXtの分散

も大きい。この確率過程は次のような性質を持つ。 

性質 1   X0>0 である限り，確率 1 で Xt>0 である。 

性質 2   Xt→0 の時，E[dXt]→αμ>0 となり，Var[dXt]→0 となる。 



 13

2.1.3 伊藤の定理 

伊藤の定理とは，Xtが( 2-2)式のような確率微分によって記述されるとき，Xtの関数 f の確

率微分がどのように表現されるかを示したものである。 

( 2-2)式で与えられる確率過程 Xtと t の関数 ),(, tXff ttX t
≡ は，t に関して連続微分可能で，

Xtの実現地 x に関して 2 回連続微分可能な関数と仮定すると，テーラー展開すれば， 

[ ] [ ]

( ) ( )[ ]dtdZdZdt
X

f

dZdt
X
fdZdtdt

Xt
fdt

t
f

dX
X

fdX
X
fdtdX

Xt
fdt

t
f

ffdf

tXtX

tXtXtXtX

tXdttdXXtX

tXtX

ttt

,,
2222

2

2

,,,,

2

2
2

22

,,,

2
2
1

2
1

,,
σμσμ

σμσμ

++
∂
∂

+

+
∂
∂

++
∂∂

∂
+

∂
∂

=

∂
∂

+
∂
∂

+
∂∂

∂
+

∂
∂

=

−= ++

 

 ここで，(dt)2  = 0，dt·dZ = 0，(dZ)2 = dt の 3 つのルールを適用すると， 

ttXtXtX dZ
X
fdt

X
f

X
f

t
fdf

tXt ∂
∂

+⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

= ,2

2
2

,, ,2
1 σσμ  

( 2-4) 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

≡ 2

2
2

, ,2
1

X
f

X
f

t
fa

tXtXf σμ ，
X
fb tXf ∂
∂

≡ ,σ とおくと，エラー! 参照元が見つかりま

せん。式は 

tfftX dZbdtadf
t

+=,  

( 2-5) 

従って，確率変数 Xtの関数 tX t
f , もまた( 2-2)式と同じ形の確率微分方程式で表現できるので

ある。このことから，この定理を伊藤の交換公式とも呼ぶ。 

 次に，n 次元のウィナー過程{ }nitZi ,...,2,1),( = に対する伊藤の定理の一般型を述べる。 

( ) ( ) )(),(X),(X)( tdZttbdtttatdX iiii +=  i = 1,2,…,n  

( 2-6) 
で記述される n 個の確率過程のベクトル { })(),...,(),()(X 21 tXtXtXt n= が与えられたとき，関

数 ))(,),(),(,( 21 tXtXtXtff nK= は t に関して連続微分可能，各 Xiに関して 2 回連続微分

可能であるとすると，テーラー展開により， 
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∑ ∑∑
= = = ∂∂

∂
+

∂
∂

+
∂
∂

=
n

i

n

i

n

j
ji

ji
i

i

tdXtdX
XX
ftdX

X
fdt

t
fdf

1 1 1

2

)()(
2
1)(  

( 2-7) 

ここで，ウィナー過程 dZi と dZjの相関係数をρij・dt=E[dZi・dZj]とし，( 2-6)式を( 2-7)式に代

入し，上記で述べたウィナー過程の計算ルールを適用すれば，次の式が得られる。 

∑∑∑∑
== == ∂

∂
+

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡

∂∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

=
n

i
i

i
i

n

i

n

j ji
jiij

n

i i
i tdZ

X
fbdt

XX
fbb

X
fa

t
fdf

11 1

2

1
)(

2
1 ρ  

( 2-8) 
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2.2 有限差分法による数値解析手法 
差分法とは，微分方程式を差分方程式で近似して解く方法のことである。派生商品の評

価にあたり差分法を用いることは，解が一意に求まることや，初期値の値を固定する必要

がない等の利点があるが，数式を解析的に解かなければならないことや，計算時間や必要

記憶容量の制約により，変数の数やその刻み幅の数をあまり大きくすることができない等

の問題点がある。以下に偏微分方程式の差分法による数値解法について述べる。１２ 

 

2.2.1 有限差分法による変微分方程式の数値解析 

以下では，( 2-9)式に示す 2 階線形偏微分方程式について，有限差分法を用いた偏微分方程

式の数値解法のプロセスを説明する。 

t
txFa

x
txFa

x
txFatxFaa

∂
∂

+
∂

∂
+

∂
∂

++=
),(),(),(),(0 42

2

3210  

( 2-9) 

 

ステップ１：グリッドの設定 

 x に関して十分小さな Xmin と十分大きな Xmaxをとり，適当な N 個の区間に区切る。次に

時間 t に関しても，現在の時点を t0，満期 T として M 個の適当な区間に区切る。 

 このようにして，時間 t と変数 x 平面を長方形グリッドに分割する。 

x0=Xmin

xN=Xmax

x1

x2

Δxi

t0=0 t1 t2

Δtj

TM=T 
x0=Xmin

xN=Xmax

x1

x2

Δxi

t0=0 t1 t2

Δtj

TM=T 
 

図  2-1 グリッドの設定 

 

ステップ２：偏微分方程式の差分近似 

 偏微分方程式の偏微分を差分で置き換える。この置き換え方にはいくつか方法があり，
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それによって近似誤差やアルゴリズムが異なってくる。 

 

ステップ３：満期時点の F(x,T)の計算 

 満期時点の F(x,T)の値を F(xi,tM)の境界条件として与える。 

 

ステップ４：1 時点前の関数 F(xi,tj-1)を計算する 

 偏微分を差分で置き換えることによって，F(xi,tj) と F(xi,tj-1)の関係が明らかにされるので，

これと境界条件の F(xi,tM)から F(xi,tM-1)の値を計算する。 

 

 以下，ステップ４を繰り返し適用することによって，現在時点における F(xi,t0)の値が計

算できる。 

 

2.2.2 差分近似の方法 

関数 F(x,T)に関する偏微分を差分近似する。１階の偏微分 xF ∂∂ の差分近似には，前進

差分，後退差分，そして中心差分がある。このうち，前進差分近似と後退差分近似は時間

に関する偏微分の差分近似と同様に定義される。以下，それぞれの差分近似は次のように

なる。 

●前進差分近似 

x
FF

x
F jiji

Δ
−

≈
∂
∂ + ,,1  

( 2-10) 

●後退差分近似 

x
FF

x
F jiji

Δ

−
≈

∂
∂ − ,1,  

( 2-11) 

●中心差分近似 

x
FF

x
F jiji

Δ
−

≈
∂
∂ −+

2
,1,1  

( 2-12) 

図  2-2 は，関数 F(x,T)における， xF ∂∂ に関する 3 つの差分近似を表したものである。 

関数 F(x,T)に関する 2 階の偏微分
22 xF ∂∂ の差分近似は次のように与えられる。 

2
,1,,1,1,,,1

2

2

)(
2

/
x

FFF
x

x
FF

x
FF

x
F

xx
F jijijijijijiji

Δ

+−
=Δ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
Δ

−
−

Δ

−
≈⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛
∂
∂

∂
∂

=
∂
∂ −+−+  

( 2-13) 
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xF ∂∂

x-Δx x+Δxx

F(x,t)
F(x-Δx,t)

F(x+Δx,t)
中心差分

後退差分

前進差分

xF ∂∂

x-Δx x+Δxx

F(x,t)
F(x-Δx,t)

F(x+Δx,t)

xF ∂∂

x-Δx x+Δxx

F(x,t)
F(x-Δx,t)

F(x+Δx,t)
中心差分

後退差分

前進差分

 

図  2-2 差分近似 
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第3章 確率動的計画法を用いた総電力貯蔵コス

トの導出 
 本章では，電力小売事業者の電力貯蔵コストについて定義し，小売事業者にとってのリ

スクである不確実性（電力市場価格，停電発生の有無）の模擬方法について説明する。ま

たそれらの不確実性と，状態変数を考慮した確率動的計画法を用いた総電力貯蔵コストの

導出方法を述べ，差分法による具体的な解放を説明する。 

 

3.1 電力小売事業者の電力貯蔵コスト 
 本節では本論文で想定する電力小売事業者のモデルについて説明し，その電力貯蔵コス

トを定義する。電力貯蔵設備を保持する小売事業者は，刻々と変化する電力市場価格とい

つ発生するか分からない停電コストの両方を考慮して，貯蔵戦略を導出しなければならな

い。 

3.1.1 電力小売事業者の設定 

 本論文における電力小売事業者は電力貯蔵設備を保持しており，特定の需要家と相対契

約を結んでいる。事故の発生していない正常時は卸電力市場を通じて需要家に電力を調達

していると同時に，保持している電力貯蔵設備を用いて，卸電力市場で安い時間帯に電力

を買い，高い時間帯に電力を売ることで利益を得ている。送電線での事故発生により卸電

力市場から需要家への供給が不可能となった場合には，保持している電力貯蔵設備から需

要家へ電力を供給するが，不足した供給量分はペナルティーを支払う。正常状態と故障状

態は一定の確率で遷移し，事故発生時には卸電力市場からの電力の調達は不可能となるも

のとする。(図  3-1) 
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u u

電
力
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備

平均事故発生間隔：T1[hour]

平均事故持続時間：T0[hour]

充放電効率：Keff[%]

入出力容量：α[kW]

貯蔵容量：C[kWh]

貯蔵量の変化量： u [kW]

停電時不足電力量： Xshort[kWh]

停電コスト： Cshort [Yen/kWh]
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貯蔵容量：C[kWh]

貯蔵量の変化量： u [kW]

停電時不足電力量： Xshort[kWh]

停電コスト： Cshort [Yen/kWh]
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正
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状
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図  3-1 電力小売事業者モデル概要 
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3.1.2 各時間帯における電力貯蔵コスト 

電力貯蔵設備の状態 s を，その電力貯蔵設備が貯蔵している電力貯蔵量とすると，各時間

帯における単位時間当たりの電力貯蔵コストπs,t は，FC を固定費，VCs,t を可変費として，

以下のように定義される。 

 tsts VCFC ,, +=π  

( 3-1) 

固定費 FC は, 

rere CapPFFC ⋅=  

( 3-2) 

ただし，PFre：電力貯蔵設備の単位時間あたりの固定料金[yen/kWh /hour] 

Capre：最大電力貯蔵量[kWh] 

 

可変費 VCs,t は，u を単位時間における，電力貯蔵設備内の電力貯蔵量の変化量[kW]とす

ると， 

正常時 

mrets PtusQVC ⋅= ),,(,  

( 3-3) 

なお市場売買電力量 Qre(s,u,t)は，  

 
⎪⎩

⎪
⎨
⎧

>=

<⋅=

)0)(,(/),(),,(

)0)(,(),(),,(

suifKtsutusQ

suifKtsutusQ

effre

effre
 

( 3-4) 

また電力売買価格 Pm(t)は， 

 )()( tPtPm =  

( 3-5) 

ただし，Pm(t)：t 時点における電力売買価格[yen/kWh] 

P(t)：t 時点における電力市場価格[yen/kWh] 

事故発生時 

( )0,),(max, effttts KtsuXshortCshortVC ⋅+⋅=  

( 3-6) 

 



 20

3.2 不確実変数と確率過程 
ここでの電力小売事業者にとってのリスクは，自由化による電力市場価格の不確実性と

停電による停電コストの発生（ペナルティー料金の発生）である。停電発生の不確実性に

関しては，図  3-1 のような遷移確率に従った状態方程式を 2 本用いることによって模擬を

するが，電力市場価格の不確実性については確率過程を用いて模擬する方法が多く用いら

れている。しかしながら，これらは 1 日のピーク価格や平均価格についてのものが多く，1

時間単位での電力市場価格を確率過程で模擬した研究は少ない。本節では，単位時間あた

りの電力市場価格の変動の模擬方法について述べる。 

 

3.2.1 電力市場価格の特徴 

電力市場価格には２つの大きな特徴がある。まず，電力価格には原油価格等と同様に平

均回帰傾向があるということである。これは，①電力需要に見合うように供給の調整が

行われること，②電力価格の水準に応じて，需要側が工場の操業度を変えて需要量を変

動させるからである。もうひとつの特徴としては価格変動が激しいことである。特に電

力の場合，その貯蔵できないという性質上，価格が突然高騰する事例(Spike:スパイク)

が目立つ。これは原油等の他の商品価格にはみられない特徴である。参考として，図  3-2
はアメリカ中西部におけるオンピーク時の電力価格を示したものであるが，平常時には

30 ドル程度で推移している電力価格が，時折大幅に上昇していることがわかる。１３  

 また短期的な変動に目を向けるため，図  3-3 に 1999 年 8 月，平日の一日前市場価格の変

動を示す。価格の安い夜間と高い昼間が交互に繰り返している。このように，市場価格は

変動が激しいだけではなく，一日の中でも，昼間は価格が高く夜間は安いといったような

一定のパターンに沿って変動していることがわかる。１４ 

 

図  3-2 米国中西部オンピーク価格 
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図  3-3 カリフォルニアにおける一日前電力市場価格(1999 年 8 月平日) 

 

3.2.2 電力市場価格変動モデル 

前述されたような 1 日の中で一定のパターンを有しながら変動するといった特徴を捉え

るために，本モデルでは電力市場価格変動について，価格そのものを確率変数として捉え

るのではなく，それぞれの一日の平均変動パターンからの偏差を確率変数として模擬する。

また確率過程については，長期的にはその平均値に回帰する傾向があるため，平均回帰モ

デルを使用する。また電力市場価格の特徴であるジャンプについては，[4]において平均回

帰モデルのボラティリティを増加させることと同等の結果となったこと，またパラメータ

推定の容易さ等から考慮しないものとしたが，今後の解析に当たって，ここで示した平均

回帰モデルにジャンプ過程を加えればそれも可能である。 

 電力価格の確率過程は次のように表される。 

 

 )()())()()(()( tdZtdttXtbtatdX σ+−=  

( 3-7) 

ただし，X (t)：log(Pe(t)) 

Pe(t)：平均価格からの偏差 (P(t)－AveP(t)) 

AveP(t)：各時間帯の平均価格 

a(t)：回帰速度 

b(t)：均衡値(＝0) 

σ(t)：ボラティリティ 



 22

dZ(t)：ウィナー過程 

※ なお Pe(t)が負の値をとることを可能とするため，モデル中においては任意の定数βを

用いて X (t)=log(Pe(t)+β)と補正を加えて計算を行う。 

 

実際の価格変動の様子 

ここで，上記の模擬モデルを使用した際の 1 日の電力価格変動の様子を以下に示す。 

 図  3-4 は，σ=0 場合の市場価格の推移である。この場合，不確実性がないために，平均

価格と全く同じ動きをしていることが分かる。 
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図  3-4 電力市場価格の推移(σ=0,a=1000) 

 

続いて，市場価格の不確実性の影響がどのようにグラフとして表現されるかについて，(a)

σ=5,a=1000 の場合，(b)σ=10,a=1000 の場合の市場価格の推移を表したのが図  3-5 である。

先程の図  3-4 に比べて，不確実性が生じたことにより，平均価格（太い水色線）を中心と

したばらつきをみせている。ボラティリティが大きくなればばらつきも大きくなることも

分かる。 
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    (a)σ=5,a=1000                           (b)σ=10,a=1000 

図  3-5 不確実性が生じた際の電力市場価格の推移 
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 最後に，回帰速度の影響について説明する。以下図  3-6 は，(a)σ=5,a=100 の場合，(b)σ

=5,a=2000 の場合の市場価格の推移を示したものである。(a)の場合，回帰速度が小さいため

に電力市場価格が一度平均値から離れた値をとってしまうと，なかなか平均値にはもどら

ない。逆に(b)の場合，回帰速度が大きいために，電力市場価格は平均値から離れた値をと

ったとしても，すぐに平均値に近い値まで回帰している。 
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  (a)σ=5,a=100                            (b)σ=5,a=2000 

図  3-6 電力市場価格推移の回帰速度による影響 

 

以上のように，ボラティリティと回帰速度の値を適宜変更することによって，実際の電

力市場価格を模擬することとする。 
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3.3 確率動的計画法による総電力貯蔵コストの導出 
本モデルでは確率動的計画法を用いて，解析期間中の電力貯蔵設備保持者の総電力貯蔵

コストを導出する。ここで，総電力貯蔵コスト Vtとは，t 時点から満期時点までに必要とす

る総コスト（利潤が生じる場合は負値となり，電力貯蔵設備の導入が経済的な意義を持つ

ことになる）を示す。総電力貯蔵コスト導出に当たり，変数として時間・不確実変数に加

え，状態（電力貯蔵量）変数を導入することで，電力貯蔵設備内の電力貯蔵量を考慮する

ことを可能とした。さらに，正常状態と故障状態それぞれにおける総電力貯蔵コスト V1，

V0 を導出することで，停電コストを考慮した最適戦略の導出が可能となる。以下その方法

を説明する。 

総電力貯蔵コスト導出に当たり，変数として時間・不確実変数に加え，電力貯蔵運転

特性を考慮するために，電力貯蔵量 s[kWh]を導入する。 ),,,( tusXπ を t 時点において，電

力貯蔵設備が起動している場合にかかる電力貯蔵コスト[yen]とする。t 時点において, 正常

状態における電力貯蔵設備での総電力貯蔵コストを V1(X,s,t)，故障状態における総電力貯蔵

コストを V0(X,s,t)とすると，確率動的計画法を用いて以下のように定式化できる。 
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( 3-8) 
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( 3-9) 

ただし，  X：不確実性変数ベクトル 

T1：平均事故発生間隔[hour] 

T0：平均事故持続時間[hour] 

s：電力貯蔵量[kWh] 

u：電力貯蔵量の単位時間変化量[kW] 

),,,(1 tusXπ ：正常状態における t 時点において，電力貯蔵設備が s[kWh]

貯蔵しており，u[kW]充放電している場合にかかる電力貯蔵コス

ト[yen] 

),,,(0 tusXπ ：故障状態における t 時点において，電力貯蔵設備が s[kWh]

貯蔵しており，u[kW]充放電している場合にかかる電力貯蔵コス

ト[yen]（ペナルティー料金支払いによる停電コストも含む） 
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また，電力貯蔵量の変化に関しては単位時間当たりにおける電力貯蔵量の変化量を u[kW]

として以下のように定式化する。 

 ( )α≤⋅⋅⋅= uudttds )(  

( 3-10) 

ただし， α：貯蔵設備の実効出力の上限 

つづいて差分法を用いて不確実変数に対する式を解く方法について説明する。 

 

偏微分方程式の導出 

( 3-8)，( 3-9)式を偏微分方程式と差分法を用いて，t 時点における総電力貯蔵コスト V(X,s,t)

と，t+dt 時点における総電力貯蔵コスト V(X+dX,s+ds,t+dt)の関係式を導出。境界条件に基づ

いて，総電力貯蔵コストの方程式を得る。不確実性変数ベクトル X は一般ウィナー過程に

よって記述することができる。 
nitdZttXbdtttXatdX iiiiii ,,2,1)()),(()),(()( K=+=  

),(,, tXVV stXs ≡ とおき，伊藤公式より， 
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ただし，i と j の相関係数ρij=E[dZi・dZj]として与え，( 3-8)， ( 3-9)式に( 3-11)式を導入し，

T1>>dt であることから )/1( 1
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となる。 

0][,0 ==⋅ dZEdtdt より，(3-12)式は 
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( 3-14) 

と変形できる。（( 3-13)式は T0が dt に対して充分大きい訳ではないため，近似できない） 

 

差分近似 

 差分法を用いるために以下のような離散化を行う。 

 

表  3-1 偏微分方程式の離散化 

 連続系 離散系 

総電力貯蔵コスト 
tsV ,,X  ksV ,,P  

t に関する 1 階偏微分 
t

V ts
∂

∂ ,,X  tVV ksks Δ−+ )( ,,1,, PP  

xiに対する 1 階偏微分 

i

ts
x

V
∂

∂ ,,X  iks xV ΔΔ ,,P  

xiと xjに対する 2 階偏微分 

ji

ts
xx

V
∂∂

∂ ,,
2

X  jiks xxV ΔΔΔ ,,
2

P  

(Ｐ：区切った変数ベクトル X に対する添え字ベクトル) 

 

表  3-1 を用いて式( 3-13)，( 3-14)を差分すると， 
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 ここで左辺が最小値になるような u を求める必要がある。しかしながら，式( 3-15)，( 3-16)

より式変形して求めることは難しいため，右辺の k を k+1 とし，式( 3-17)，(3-18)のように

変形して，陽解法を用いて左辺が最小になるような u をまず求める。 
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式( 3-17)，(3-18)で求めた u 値を式( 3-15)，( 3-16)に代入すると以下の式(3-19)，( 3-20)のように

なる。 
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( 3-20) 

式(3-19)，( 3-20)を変形すると， 
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( 3-22) 

 

ここで，Niを差分近似における i 番目の不確実変数の刻み数とし，Sj を電力貯蔵量の j 番

目の貯蔵量の刻み数とする。 

式(3-21)，(3-22)を P=[1,1,...,1]～P=[N1,N2,...,Nn]，S=[1]~[Sm]に並べることでベクトル表示を

すると次のような連立方程式を得られる。 
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( 3-23) 
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( 3-24) 

係数行列 AP,P，A’P,Pの導出は，付録参照。 

例として、変数の次元は一つ、刻み数 N=[3],S=[3]の場合については次のようになる。 
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となる。従って， 
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となり，これを後進的アルゴリズムを用いて解くことで V1,k，V0,kを導出することができる。 

(簡単のために P は 1 次元，変数の刻み数は N としているが，多次元にすることも，もちろ

ん可能である。また本研究においては不確実変数は 1 次であるが，２次とすることももち

ろん可能である。) 

 

計算のアルゴリズム 

k 時点の総電力貯蔵コストベクトルと k+1 時点の総電力貯蔵コストベクトルの関係式

( 3-26)の解析に当たっては，満期時点の境界条件 V1,P,s,T=0,V0,P,s,T=0 を与え，後進的アルゴリ

ズムを用いて，初期時点における総電力貯蔵コストを導出する。 

1) 満期時点(t=T)の境界条件として，V1,P,s,T=0,V0,P,s,Tとする。 

2) k=T-1 とし，それぞれの電力貯蔵コストπ1,P,s,T-1，π0,P,s,T-1を導出し，A1，A’1，A0の計算

を行うことから V1,P,s,T-1,V0,P,s,T-1を求める。 

3) k=k-1 とし，k=0 となるまで，2)を繰り返し，初期時点の値・状態に基づき総電力貯蔵コ

ストを導出する。 
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第4章 最適電力貯蔵戦略の導出 
 本章では前述したモデルを用いて，電力貯蔵設備保持者の総電力貯蔵コストを求め，総

電力貯蔵コストを最小とするような最適電力貯蔵戦略を導出し，対象期間を 1 日ではなく，

日を跨いだ連続運転できるようにアルゴリズムを変更させた場合の結果を示す。 

4.1 前提条件 
 以下図  4-1 のモデルにおいて，シミュレーションに際してのパラメータは以下の通り。

対象期間は 0 時から 24 時までの 24 時間である。また，充放電効率とは，貯蔵・放電それ

ぞれに対する効率のことであり，貯蔵・放電の一連のサイクルに対する効率はこれを二乗

することで求められる。 
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図  4-1 モデル概要 

 

表  4-1 パラメータ設定 

充放電効率：Keff 85[%] 

貯蔵容量： 4[kWh] 

入出力容量：α 3[kW] 

停電コスト：Cshort 500[yen/kWh] 

平均事故発生間隔：T1 500[hour] 

平均事故持続時間：T0 0.5[hour] 

停電時不足電力量：Xshort 5[kW] 

自己放電率 0.7[%/hour] 

電力価格均衡値 0 

電力価格回帰速度：a 1000 

電力価格ボラティリティ：σ 10 

初期価格偏差 0 
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4.2 解析期間 1 日の場合の最適電力貯蔵戦略 
 解析期間を 1 日とし，電力市場価格が平均値で推移した場合の貯蔵設備の最適運用戦略

を示したものが図  4-2である。停電コスト対策としてとりあえず電力を買うことから始め，

その後は市場売買による利益を目的に電力価格が安い時間帯に電力を買い，高い時間帯に

電力を売るという行動をとっており，これは感覚的にも正しいといえる。常に 3kWh の電力

を貯蔵しているのは停電が生じた際に需要家への供給を可能とするためである。また，単

位時間あたりの入出力容量αが 3kW であるから，たとえ停電時の不足電力量が 5kWh であ

っても，それ以上の貯蔵は無意味であるためことも示している。今回は解析期間を 1 日と

しているため，1 日で電力を売りつくすのが最適となる。 
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図  4-2 最適電力貯蔵戦略 

 

図  4-2 は電力市場価格が平均値で推移した場合の結果であるが，実際には電力市場価格

は時々刻々と変動する。その変動に対して，各時間毎に，電力市場価格の平均値からの偏

差毎に電力貯蔵設備の最適運用戦略を等高線図で表したのが以下図  4-3 の最適電力貯蔵動

作表である。図  4-3 は電力貯蔵量が 1kWh の際の結果である。先ほどの図でも示したよう

に，基本的には停電コスト対策として 3kWh の電力を貯蔵しておきたいため，放電が最適戦

略となる場合は少ないことがわかる。夕方以降の電力価格の高い，もしくはこれからさら

に安くなる見込みのある時間帯は現状維持，深夜から昼間にかけての電力価格の安い，も
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しくはこれからさらに高くなる見込みの時間帯は充電が基本戦略となる。ただし，平均値

よりも電力価格が高くなった場合には，放電することで売却益を得るのが最適戦略である。

また 20 時付近に充電動作があるのは，21 時の電力価格が 20 時のものよりもわずかに高い

ことが原因である。 
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青：1kWh 放電 赤：現状維持 黄 1kWh 充電 緑：2kWh 充電 紫：3kWh 充電 

図  4-3 最適電力貯蔵戦略 

 

4.3 連続運転を考慮した最適運用戦略 
 前節では解析期間を 1 日であるので，満期時点の境界条件 VP,s,T=0 を与え，後進的アルゴ

リズムを用いて初期時点における総電力貯蔵コストを導出していが，境界条件に変更を加

え， 

VM,s,24=0 →VM,s,24≠0 ，VM,s,24= VM,s,0 

とアルゴニズムの変更を加える。これにより日を跨いだ連続運転を考慮できることとなり，

日を跨ぐことによって最適貯蔵戦略がある一定値に収束していく様子を見ることができる。

以下図  4-4 が，連続運転させた場合の最適電力貯蔵動作表を示したものである（貯蔵量は

1kWh）。2 日目と 10 日目の動作表は同一であり，解析期間を 3 日程度に設定すれば日を跨

いだ連続運転を模擬できることとなる。また，1 日目と 2 日目の結果を比べると 2 日目の方

がより充電戦略の割合が多くなっており，連続運転させた場合の方が停電コストへの対策

をより重視していることがわかる。 
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図  4-4 連続運転した場合の最適電力貯蔵動作表の変化 

 

また，以下図  4-5 は 3 日間連続運転させ，電力市場価格が平均値で推移した場合の最適

電力貯蔵戦略を示したものである。図  4-2 と同様，停電コスト対策として 3kWh の電力を

貯蔵しつつ，残った 1kWh の容量で市場との売買を行い，利益を得ていることがわかる。解

析期間が 3 日間であるので，3 日目の最後には電力を全て売りつくすのが最適戦略である。

図 4-4 の電力貯蔵表から，連続運転することで戦略が変更されるのは主に電力価格が平均値

よりも高い値で推移した場合であるので，電力価格が平均値を推移した際には，前日に対

する戦略の変更はないこともわかる。 
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図  4-5 連続運転した場合の最適電力貯蔵戦略 

 

参考として，図  4-6 は(a)入出力容量αを 1kW とした場合，(b)貯蔵容量を 11kWh，入出力

容量αを 11kW とした場合の最適電力貯蔵戦略を示したものである。(a)の場合，停電が生

じても単位時間あたりに放電できるのは 1kW であるから，常時貯蔵しておく電力も 2kWh

以上は無意味となる。従って残りの 3kWh 分は市場売買を行うことによって利益を得ること

が最適戦略となるのである。(b)の場合，6kWh の電力を停電コスト対策として貯蔵している

ことになるが，これは充放電効率 Keff が 85%であるので，6kWh の貯蔵をしておらねば，停

電時に不足電力量である 5kWh を供給できないためである。残りの 5kWh の容量を市場売買

用の電力として扱っていることになる。 
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(a)α=1kW の場合         (b)貯蔵容量 11kWh，α=11kW の場合 

図  4-6 他ケースにおける最適電力貯蔵戦略 
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4.4 まとめ 
 本章では 3 章で説明したモデルを用いて導出した最適電力貯蔵戦略を示した。停電コス

ト対策として一定の電力を貯蔵しつづけながらも，入出力容量を超える貯蔵容量分に関し

ては，電力価格の安い時間帯に買い，高い時間帯に売るという売買差益を得ることを目的

とした使い方をしており，感覚的にも理解できる結果が得られた。 

 また日を跨いだ連続運転をできるようにアルゴリズムを変更した場合，2 日目以降の電力

貯蔵動作表に変化が見られた。1 日目に比べて，2 日目以降はより停電コスト対策に重点を

おいた戦略へと変更されており，表  4-1 のパラメータにおいては，電力貯蔵設備は主とし

て停電コストに対する非常電源用として用いることが最適であることが示された。 
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第5章 電力貯蔵設備の費用便益評価 
 本章では 4 章で導出した最適電力貯蔵戦略を実行した場合の，電力貯蔵設備導入による

費用便益分析を行う。まず電力貯蔵設備導入による経済的価値の定義を行い，表  4-1 のパ

ラメータを任意の値に変更することによって貯蔵設備の経済的価値（固定費は考慮しない）

がどのように変化するかの感度解析を行う。また固定費を考慮することによって電力貯蔵

設備導入の費用便益分析を行い，最後にモンテカルロシミュレーションによる結果との比

較をすることで，結果の妥当性を確認する。 

 

5.1 電力貯蔵設備の導入価値の定義 
 次節以降では表  4-1 の各パラメータに対する電力貯蔵設備の経済的価値の感度分析・費

用便益分析を行っていく。ここでの電力貯蔵設備の経済的価値とは，仮に電力貯蔵設備を

導入しなかった場合の停電コストを考慮した対象期間分の損益の期待値と，導入した場合

の対象期間中の損益である総電力貯蔵コストとの差と定義する。表のパラメータで 5 日間

連続運転させた場合の電力貯蔵設備の経済的価値の推移を図  5-1 に示す。尚，経済的価値

に固定費は考慮されていない。 
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図  5-1 連続運転の際の電力貯蔵設備の経済的価値の推移 

 上図のとおり，解が収束する気配がない。これは 

VM,s,24≠0 ，VM,s,24= VM,s,0 

というアルゴリズムでは経済的価値が日々累計されていくからである。1 日分の経済的価値
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を求めたいのであれば，その導出の際に用いる 1 日分の総電力貯蔵コストは，連続運転し

た場合の一定日数が経過した後の収束したものを用いなければならない。従って，まずは 1

日分の総電力貯蔵コストが定常状態に落ち着くために必要な連続運転の日数を導出してお

く必要がある。以下図は 5 日間連続運転した場合の経済的価値の累計地ではなく，それぞ

れの 1 日分の経済的価値を導出したものである。表  4-1 のパラメータであれば 2 日目以降

では収束していることが分かり，これは図  4-5の最適電力貯蔵動作表の結果とも一致する。 
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図  5-2 連続運転の際の電力貯蔵設備の経済的価値の推移（1 日分） 

 

 以後全てのケースにおいて，電力貯蔵設備の経済的価値の導出には，1 日分の総電力貯蔵

コストの内，連続運転させて解が定常状態落ち着いた日の値を用いることを前提とするが，

これを式で表すと以下のようになる。 

T
VnLossExpectatioValueT ∂
∂−=  

( 5-1) 

ただし，ExpectationLoss：貯蔵設備を導入しなかった場合の 1 日の損益期待値 

 T=1[day] 
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5.2 電力貯蔵設備の経済的価値の感度分析 
 本節では 5.1 節で定義した経済的価値について，表の各パラメータを変化させて経済的価

値の感度分析を行う。 

5.2.1 貯蔵容量の影響 

 まずは表  4-1 のパラメータにおいて貯蔵容量を任意の値に変更し，電力貯蔵設備の経済

的価値の感度分析を行った結果を図  5-3に示す。尚，入出力容量αは貯蔵容量に対して 100%

に設定しており，つまり単位時間で全貯蔵量の放電，充電が可能である。 
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図  5-3 貯蔵容量と電力貯蔵設備の経済的価値 

 

前章 4 の図  4-6(b)において，入出力容量が 100%，充放電効率 Keff が 85％の場合，停電コ

スト対策として保持しておきたい電力は基本的に 6kWh であった（もちろん電力価格が高騰

した場合は，たとえ貯蔵量が 6kWh に満たない場合であっても放電するのが最適戦略であ

る）。従って，図  5-3 における貯蔵容量 6kWh までの価値の上昇は停電コスト軽減による価

値の上昇であり，それ以降は電力の市場売買益による価値の向上であると予想される。 

 上記のことを確認するために図  5-4 を示す。図  5-4 は貯蔵容量が 6kWh と 7kWh の際の

最適電力貯蔵戦略を示したものであるが，電力市場価格が平均値で推移した場合，貯蔵容

量が 6kWh であれば停電コスト対策として貯蔵容量の全てを 3 日間貯蔵し続けており，市場

売買益を目的とした売買は全く行っていないことがわかる。つまり，図  5-3 における電力

貯蔵設備の経済的価値は，貯蔵容量 6kWh までは停電コストに対する価値と一致する。それ

に対し貯蔵容量 7kWh 以降は停電コスト対策に電力を貯蔵し続けつつ，残った容量で市場売
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買益を目的とした売買も行っている。従って図５－３において貯蔵容量 7kWh 以降は停電コ

スト軽減による価値と市場売買益による価値の和が，電力貯蔵設備の経済的価値であると

いえる。 
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(a)貯蔵容量 6kWh             (b)貯蔵容量 7kWh 

図  5-4 最適電力貯蔵戦略 

 

 また，図  5-3 において市場売買益による価値が加わってくる貯蔵容量の値が充放電効率

Keff の値によって異なる。これは，停電時不足電力量 Xshort が 5kWh であるので，充放電

効率が小さくなった場合，それだけ充電量を大きくしておかないと，停電時不足電力量を

カバーできなくなるということに起因している。 
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5.2.2 停電コストの影響 

 続いて， 表  4-1 のパラメータにおいて停電コストを任意の値に変更することによって，

電力貯蔵設備の経済的価値の感度分析を行った結果が図  5-5 である。 
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図  5-5 停電コストと電力貯蔵設備の経済的価値 

 

 停電コストが上昇すれば電力貯蔵設備の経済的価値が上昇するという傾向を示している

が，停電コストが 300yen/kWh を超える範囲であれば，電力貯蔵設備の経済的価値は停電コ

ストにほぼ比例する形で影響を受けていることがわかる。 

 停電コストが 100yen/kWh から 300yen/kWh にかけて傾きが比較的小さくなっている原因

を考える。以下図  5-6 は最適電力貯蔵戦略を示したもので，停電コストの値は(a)100yen/kWh，

(b)200yen/kWh，(c)300yen/kWh，(d)400yen/kWh となっている。 
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(a)停電コスト 100yen/kWh        (b) 停電コスト 200yen/kWh 
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(c)停電コスト 300yen/kWh        (d) 停電コスト 400yen/kWh 

図  5-6 最適電力貯蔵戦略 

 

(a)から(c)までは，停電コストの値が小さいために，貯蔵戦略は売買差益が最大化するこ

とを目的としたものとなっており，これは停電コストを考慮したものにはなっていない。

しかしながら停電コストの値が 400yen/kWh になると，停電コストの値が大きいために停

電コスト対策が最優先となり，売買差益目的の戦略ではなくなっていることがわかる。

このように貯蔵戦略に変化が起こるために，図  5-5 において停電コストが 300yen/kWh 以

上になると傾きが変わるのである。 
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5.2.3 充放電効率の影響 

 表  4-1 のパラメータにおいて，充放電効率の値をそれぞれ変化させた場合の電力貯蔵設

備の経済的価値を以下図  5-7 に示す。参考として貯蔵容量が 8kWh，10kWh の場合の結果も

示すが，貯蔵容量が 8kWh の場合は入出力容量 6kW，貯蔵容量が 10kWh の場合は入出力容

量 8kW と設定している。 
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図  5-7 充放電効率と電力貯蔵設備の経済的価値 

 

停電コストに比べて，充放電効率が貯蔵設備の経済的価値に与える影響はそれ程大きく

ないことがわかる。 

貯蔵容量 8kWh の際，充放電効率が 85%から 90%の区間での傾きが小さくなっている理

由として，停電コストの軽減の度合いが関係してくる。停電時の不足電力は 5kWh であるか

ら，入出力容量が 6kW である場合，充放電効率が約 83.3%以上あれば停電発生時に単位時

間あたりで不足電力量の全てを放電できることになる。従って，83.3%までは充放電効率が

大きくなれば，市場売買の際のロスの軽減に加えて，停電コストの軽減に寄与することに

なるが，それ以上の増大は停電コストの軽減に寄与することはなくなり，単純に市場売買

によるロスの軽減分しか経済的価値が向上しないのである。この考えに従うと，80%から

85%区間での傾きも，60%から 80%区間の傾きよりも小さくなるべきであり，グラフをよく

見るとそのようになっていることがわかる。 

貯蔵容量 10kWh の際は，他の 2 つのケースに比べて経済的価値上昇の傾きが小さくなる

のも先ほどと同じ理由である。入出力容量が 8kW であれば，充放電効率 62.5%以上あれば，

停電発生時に単位時間あたりで不足電力量の全てを放電できることになる。従って，62.5%

までは充放電効率が大きくなれば，停電コストの軽減と市場売買の際のロスの軽減の両方
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に寄与するが，それ以降は市場売買のロスの軽減分しか経済的価値の上昇がなくなってし

まうのである。 

 

貯蔵設備の経済的価値の内訳 

 電力貯蔵設備の経済的価値は，停電コスト軽減による価値，電力の昼夜間価格差を利用

した市場売買差益による価値，電力市場価格のボラティリティに対する価値の 3 つの価値

の合計値であると考えられる。それらの内訳を調べるために，以下図  5-8 では貯蔵容量

8kWh，入出力容量 6kW の場合に，充放電効率 75%から 90%それぞれにおける 3 つの経済

的価値の内訳を示した。 
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図  5-8 電力貯蔵設備の経済的価値の内訳 

 

 先ほど述べたが，83.3%までの充放電効率の増大は市場売買の際のロスの軽減だけでなく，

停電コスト軽減にも加わることになるが，それ以上の増大は停電コストの軽減に寄与する

ことはなくなり，市場売買でのロスの軽減にのみ寄与していることがわかる。 

 85%から 90%にかけて停電コストによる利益が減少しているのは，充放電効率の増加によ

り市場売買でのロスが小さくなったため，停電コスト対策として貯蔵しておく電力を 5kWh

（放電時は 4.5kWh）に抑え，残りの 3kWh の貯蔵容量を市場売買用として用いたためであ

る。つまり，これまでは停電コスト対策を最優先してきていたが，充放電効率が 90%にな

ると，常時 6kWh（放電時は 5.4kWh）の電力を貯蔵しておいて停電発生時に 0.4kWh の余剰

電力を生じさせるよりは，停電発生時に 0.5kWh 分のペナルティー料金を支払ってでも市場

売買用の容量を確保しておいた方が効率がよいということがわかる。なお，今回は市場価
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格変動のボラティリティに対する価値はほとんど存在していないが，これに関しては後述

する。 

参考として，充放電効率 90%での最適電力貯蔵戦略を以下図  5-9 に示すが，停電コスト

対策としての貯蔵分は 5kWh に抑え，残りの貯蔵容量で市場売買を行うことで市場売買差益

をより多く得ようとしていることがわかる。 
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図  5-9 最適電力貯蔵戦略(充放電効率 90%) 
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5.2.4 平均事故発生間隔の影響 

 平均事故発生間隔と電力貯蔵設備の経済的価値の関係を示したのが図  5-10 である。電力

貯蔵設備の経済的価値は，平均事故発生間隔にほぼ反比例する形で影響を受けていること

がわかる。 
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図  5-10 平均事故発生間隔と停電コスト 

 

 参考として，図  5-11 に(a)T1=100hour，(b)T1=1000 示す。初日の電力購入のタイミングに

多少の差はあるものの，基本的に T1=1000 までは T の値に関係なく，停電コスト対策を優

先した戦略をとっていることがわかる。 
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(a) T1=100hour              (b) T1=1000hour 

図  5-11 最適電力貯蔵戦略 
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5.2.5 平均事故持続時間の影響 

図  5-12 には平均事故持続時間と電力貯蔵設備の関係を示した。電力貯蔵設備の経済的

価値は，平均事故持続時間が長くなるにつれて増加する傾向にあるが，過度に大きくな

ると貯蔵容量が足りなくなるため，その経済的価値は飽和する。さらに平均事故持続時

間が長くなると，市場売買による利益を得る時間も短縮されてしまうため，価値は低下

していく傾向が見られた。 
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図  5-12 平均事故持続時間と電力貯蔵設備の経済的価値 

 

 平均事故持続時間が 90 分の際の最適電力貯蔵戦略を以下図  5-13 に示す。停電発生時に

予想される損失がとても大きいため，市場売買は全く行わずに常に停電に備えていること

がわかる。 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

0 5

1
0

1
5

2
0

2
5

3
0

3
5

4
0

4
5

5
0

5
5

6
0

6
5

7
0

hour

E
n
e
rg

y 
in

 t
h
e
 S

to
ra

ge
S
ys

te
m

[k
W

h
]

0

2

4

6

8

10

12

14

M
ar

ke
t 

P
ri
c
e
[y

e
n
/
kW

]

The Optimal Strategy Market Price

 
図  5-13 最適電力貯蔵戦略(T0=1.5hour) 
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5.2.6 ボラティリティの影響 

 電力市場価格変動のボラティリティが電力貯蔵設備の経済的価値に与える影響を示した

のが以下図  5-14 である。ボラティリティが 10 程度の値をとるまでは，ボラティリティの

上昇による貯蔵設備の経済的価値の上昇はほとんど見られない。10 を超えるあたりから，

急激に価値が上昇していくことがわかる。 
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図  5-14 ボラティリティと電力貯蔵設備の経済的価値 

 

 この原因を，図  4-2 の電力貯蔵動作表を用いて説明する。基本的に停電コストによる損

失の期待値が大きいため，電力市場価格の変動幅がかなり大きくならない限り，大きな戦

略の変更は起こさないことがわかる。従って回帰速度の値が 1000 の場合，ボラティリティ

の値が 15 を超えてくる程の変動幅がない限り，ボラティリティによる価値の上昇はおこら

ないのである。 
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5.2.7 自己放電率の影響 

図  5-15は自己放電率が電力貯蔵設備の経済的価値に与える影響を示したものである自己

放電率が高まると電力貯蔵設備の経済的価値は低下するが，これは単位時間毎(本論文にお

いては 1hour)にトリクル充電を行っているため，それに必要な電力購入コストが増加するか

らである。 
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図  5-15 自己放電率と電力貯蔵設備の経済的価値 

 

 参考に自己放電率が 5%の際の最適電力貯蔵戦略を図  5-16 に示すが，自己放電率が高ま

っても最適電力貯蔵戦略には影響を与えないことがわかる。 
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図  5-16 最適電力貯蔵戦略(自己放電率 10%) 
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5.3 電力貯蔵設備の費用便益分析 
 本節においては，表のパラメータに加えて固定費を考慮することによって，電力貯蔵設

備の費用便益分析を行う。 

ただし，貯蔵設備の固定費に関する設定として， 

建設単価（発電部）：40000yen/kW 

  （貯蔵部）：20000yen/kWh 

年経費率：0.077 

としている。 

以下図  5-17 は上記の固定費を考慮した上で，表  4-1 のパラメータの内，貯蔵容量を任意の

値とし，入出力容量を 100%に変更した結果を示したものである。停電コストが 500yen/kWh

の場合は，貯蔵容量が 9kWh までは利益を得られることがわかる。しかしながら，停電コス

トが 300yen/kWh，100yen/kWh となると貯蔵容量をいかなる値に変更しても利益を得られな

いことがわかる。 
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図  5-17 電力貯蔵設備の費用便益 

 

 以上の結果により，停電コストを始めとするパラメータの値に大きく依存はするものの，

電力貯蔵設備は費用便益を有することがわかった。 

 

停電コストと平均事故発生間隔の影響 

 これまでの結果から，電力貯蔵設備の費用便益に与える影響が大きい要素として，停電

コストと平均事故発生間隔が挙げられる。表  4-1 において， 

1500/500/ 1 ==TCshort  
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であるため，Cshort/T1=1 を満たす中で Cshort と T1 を変化させた場合の電力貯蔵設備の費用

便益を示したものが図  5-18 である。双方の値が大きくなるにつれて，電力貯蔵設備の費用

便益も大きくなっていることから，停電コストの方が平均事故発生間隔よりも，費用便益

に与える影響が大きいことがわかるが，それほど大きな差ではないことが見てとれる。 
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図  5-18 停電コスト・平均事故発生間隔の影響 
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5.4 モンテカルロ法による妥当性の確認 
 本節では，モンテカルロ法を用いて差分法を用いて導出した電力貯蔵設備の経済的価値

の値の妥当性を確認する。 

 

5.4.1 モンテカルロ法とは 

 モンテカルロ法とは，確率過程のような連続系の式を離散化し，大量の乱数を発生させ

てシミュレーションを繰り返し，数学の問題の処理を行う方法であり，幅広い分野で応用

されている。 

 モンテカルロ法の利点として，数式を解析的に解く必要がなく，計算アルゴリズムが明

快かつ簡潔であること，経路依存や時間依存などの柔軟なモデリングが可能であり様々な

過程を必要としないこと，多資産の評価が可能であること等が挙げられる。 

 しかしながら，その精度がパスの発生回数に比例するために，精度を高めるためには多

大の計算時間が必要となるといった問題点を抱えている。１５１６ 

 

5.4.2 前提条件 

 電力貯蔵設備と事故発生のパラメータ設定は表  5-1 の通り。なお，今回は差分法で導出

された結果の妥当性の確認が目的であるため，簡単のために自己放電率と固定費は考慮し

ない。 

 

表  5-1 パラメータ設定 

充放電効率：Keff 85[%] 

貯蔵容量： 4[kWh] 

入出力容量：α 3[kW] 

停電コスト：Cshort 500[yen/kWh] 

平均事故発生間隔：T1 500[hour] 

平均事故持続時間：T0 0.5[hour] 

停電時不足電力量：Xshort 5[kW] 

自己放電率 0[%/hour] 

電力価格均衡値 0 

電力価格回帰速度：a 1000 

電力価格ボラティリティ：σ 5 

初期価格偏差 0 

考慮期間 1 年間 
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表  5-1のパラメータで乱数を発生させて電力市場価格の分布を示したのが以下図  5-19で

ある。(a)は一日分の推移を示したものであり，(b)は 1 年分の推移を示した。 
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(b)1 年スパン 

図  5-19 電力市場価格の推移 

 

以上のようにモンテカルロ法でランダムに市場価格，事故を発生させる中で，差分法を

用いて確率動的計画法を解くことで得た最適電力貯蔵動作表の指示通りに貯蔵戦略を実行

した場合の年間利益を導出し，それを日数で割ることで 1 日の平均利益を導出する。尚，

差分法を用いて確立動的計画法を解いた場合，1 日分の利益の期待値は約 68.45yen/day であ

った。 

 

 

 



 53

5.4.3 結果 

まずは電力貯蔵設備導入による利益を 1 日ずつ記録したものを図  5-20 である。通常の利

益は 10yen/day であるのが，停電が発生した日の利益は非常に大きくなっていることがわか

る。 
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図  5-20 電力貯蔵設備導入による利益（1 日スパン） 

 

 続いて，考慮期間を 1 年とし，電力貯蔵設備導入による年間利益を日数で割ることで，1

日の平均利益を導出したのが図  5-21 である。今回は 35 年分の結果を示した。差分法を用

いて導出した期待値を中心にばらつきを見せているが，利益の大小はほぼ，ランダムに発

生させている年間事故発生回数に依存している。 
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図  5-21 電力貯蔵設備導入による利益（1 日分の利益の平均値） 
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 最後に，図  5-21 で示した値の平均値がどの値に収束していくかを示したものが図  5-22

である。時を経る毎に，平均利益が差分法を用いて導出した結果に近づいていっている。

これにより，確率動的計画法を差分法で解いた結果である 68.45yen/day という結果が妥当な

値であることが示された。 
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図  5-22 モンテカルロ法による結果の収束の様子 
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5.5 最適電力貯蔵設備容量の探索 
本節では 5.3 節で導出した電力貯蔵設備の費用便益分析の手法を用いて，与えられた初期

投資額の中で最も大きな利益が期待できる最適電力貯蔵設備容量を探索する。 

 

5.5.1 前提条件 

 最適貯蔵容量の探索に際して，固定費としての建設単価は 5.3 節同様， 

建設単価（発電部）：40000yen/kW 

  （貯蔵部）：20000yen/kWh 

年経費率：0.077 

としている。パラメータの条件は以下表  5-2 の通り。 

 

表  5-2 パラメータ設定 

充放電効率：Keff 85[%] 

停電コスト：Cshort 500[yen/kWh] 

平均事故発生間隔：T1 500[hour] 

平均事故持続時間：T0 0.5[hour] 

停電時不足電力量：Xshort 5[kW] 

自己放電率 0.7[%/hour] 

電力価格均衡値 0 

電力価格回帰速度：a 1000 

電力価格ボラティリティ：σ 10 

初期価格偏差 0 

建設単価（発電部）：CapG 40000[yen/kW] 

建設単価（貯蔵部）：CapS 20000[yen/kWh] 

年経費率 0.077 

初期投資額 300000[yen] 

 

 初期投資額を 300000yen とする場合，設備容量の組み合わせとしては 

 発電部 1kW に対して：貯蔵部が 1~13kWh 

 発電部 2kW に対して：貯蔵部が 2~11kWh 

 発電部 3kW に対して：貯蔵部が 3~9kWh 

 発電部 4kW に対して：貯蔵部が 4~7kWh 

 発電部 5kW に対して：貯蔵部が 5~6kWh 

が考えられ，これを全探索することで最適電力貯蔵設備容量を導き出す。 
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 尚，今回はコスト関数として，今回は最も単純なものである 

CapSCapG ×+×= 2000040000Cost  Fixed  

( 5-2) 

という最も単純なコスト関係を想定しているが，これとは異なるコスト関数を用いて最適

貯蔵容量探索を行うことももちろん可能である。 

 

5.5.2 結果 

以下図  5-23 が，初期投資額 300000yen の際の最適電力貯蔵設備容量の結果である。設定

パラメータの場合，停電コストに備えた最適貯蔵量は 6kWh であったため，発電部の値が大

きくなればそれだけ費用便益が大きくなっている。しかしながら，発電部が同じ値におい

ては，貯蔵部を大きくすれば利益が最大化される訳ではなく， 

 発電部 1kW に対して：貯蔵部が 2kWh 

 発電部 2kW に対して：貯蔵部が 4kWh 

 発電部 3kW に対して：貯蔵部が 6kWh 

 発電部 4kW に対して：貯蔵部が 7kWh 

 発電部 5kW に対して：貯蔵部が 6kWh 

となっており，単純に入出力容量が大きければ費用便益も大きくなるといった結果にはな

っていない。発電部ありきで電力貯蔵設備容量設計を行う場合，貯蔵部の容量決定には様々

なパラメータを考慮した最適値の探索が必要となることがわかる。 
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図  5-23 最適電力貯蔵容量の探索 
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5.6 まとめ 
本章では単位時間あたりの電力市場価格と停電発生の不確実性を考慮した上で，電力貯

蔵設備を保持する電力小売事業者が 4 章で導出した最適電力貯蔵戦略を行った場合につい

ての電力貯蔵設備の経済的価値についての解析を行った。 

本モデルで提案したモデルにより，不確実状況下で電力貯蔵設備の経済的価値を導出す

ることが可能であることを示し，貯蔵容量や充放電効率，平均事故発生間隔や平均事故持

続時間などが経済的価値に及ぼす影響についての感度分析を行った。結果，電力貯蔵設備

の経済的価値は各パラメータの値に大きく依存しており，パラメータの値が重要な影響を

及ぼすことを示した。 

また，停電コストを考慮することによって電力貯蔵設備の費用便益分析を行った。電力

貯蔵設備の費用便益も各パラメータの値に大きく依存するが，パラメータの値によっては

十分に利益を見込めることを示し，今後の電力貯蔵設備導入の可能性を広げた。 

続いて，モンテカルロ法を用いて考慮期間 1 年間の中で電力市場確率と停電をランダム

に発生させ，それに対して 4 章で導出した最適電力貯蔵戦略を実行して電力貯蔵設備の経

済的価値を導出することによって，差分法で得られた電力貯蔵設備の経済的価値との比較

を行った。この結果，差分法とモンテカルロ法それぞれによって導出された経済的価値が

ほぼ同じ値を示しており，本論文の結果の妥当性が証明された。停電コストを考慮した最

適電力貯蔵戦略を実行した場合，それによる利益は停電発生時に得られるものが大きな割

合を占めており，市場売買によって得られる利益は小さいことも示した。 

最後に，与えられた初期投資額の中で最適電力貯蔵設備容量の探索を行った。建設単価

の発電部ありきで設計を行った場合，貯蔵部の最適容量は単純な結果になるのではなく，

パラメータによって複雑に変化することを示した。尚，今回は最も単純なコスト関数を想

定したが，異なるコスト関数を用いて最適電力貯蔵設備容量の探索ももちろん可能である。 
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第6章 結論 

6.1 本研究の成果 
 本研究では，単位時間における不確実状況下における確率動的計画法を用いた電力貯蔵

設備を保持する電力小売事業者の最適電力貯蔵戦略及び電力貯蔵設備導入の定量的な費用

便益評価について，差分法による数値解析法を提案した。そして設定条件に基づいて解析

を行い，それらの戦略，経済的価値に対して様々なパラメータが及ぼす影響について見当

を行い，与えられたパラメータにおける最適電力貯蔵設備容量探索が可能であることを示

した。以下に各章で得られた知見を要約する。 

  第 1 章では，本研究の背景としての電力貯蔵設備の役割と展望，電力自由化の動向につ

いて述べ，それによって生じるリスクとそれに対する電力貯蔵設備の有用性について概要

した。そしてそれらの背景を踏まえた上で，本研究の目的を明確にした。 

  第 2 章では不確実性を模擬する際に使用する確率過程と，その確率過程を解くために必

要となる伊藤公式による確率微分方程式について概説した。また，確率微分方程式の数値

解析解を解くために必要とされる有限差分法の基本的な特徴や考え方について示した。 

  第 3 章では電力小売事業者についての設定を行い，電力調達コストについての定義を行

った。また小売事業者にとってのリスクとなる不確実性（電力市場価格・停電発生の有無）

の模擬方法について説明した。さらにそれら単位時間あたりの不確実性の変動と，状態変

数を考慮した確率動的計画法を用いた総電力調達コストの導出方法と，本論文で提案する

差分法による具体的な数値解析方法について説明した。 

  第 4 章では前述した手法を用いて電力小売事業者の最適電力貯蔵戦略を導出した。停電

コストを考慮した場合，最適電力貯蔵戦略は停電コスト対策を最優先として構築されるケ

ースが多いこと，残りの貯蔵容量を用いて市場売買を行って売買差益を得ることを示した。

また，市場売買のタイミングとしては最も電力の安い時間帯に電力を購入し，最も電力の

高い時間帯に電力を売却するという，直感的にも理解できる結果を示すことで，その妥当

性を確認した。次に，日を跨いだ連続運転を可能とするアルゴリズムを提案することで，

解析期間を 1 日から日を 3 日に変更し，最適貯蔵戦略を導出した。日を跨いだ連続運転を

した場合，最適電力貯蔵戦略はより停電コストを考慮したものにシフトされることを示し

た。 

  第 5 章では 第 4 章で導出した最適電力貯蔵戦略を実行した場合の電力貯蔵設備導入の経

済的価値について定義し，パラメータの変更を行うことで電力貯蔵設備の経済的価値がど

のような影響を受けるかについて説明した。電力貯蔵設備の経済的価値はパラメータによ

って大きな影響を受け，特に停電発生間隔と停電コストの値の重要性が高いことを示した。

また，固定費を考慮することで電力貯蔵設備導入の費用便益分析を行い，パラメータの値

によっては電力貯蔵設備導入の費用便益は十分に見込めることを証明した。続いてモンテ
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カルロ法を用いて実際に電力市場価格と停電をランダムに発生させ，上述の最適電力貯蔵

戦略を実行して，平均の 1 日の利益を導出した。この結果が差分法を用いた場合の結果と

同じ値になるため，本研究の結果の妥当性を確認した。最後に与えられた初期投資額の中

で，最適電力貯蔵設備容量の探索を行うことで，電力貯蔵設備設計の際には相対契約の需

要電力量や停電コストなど，様々なパラメータを考慮した入念な設計が必要であることを

示すと同時に，本研究のモデルで最適電力貯蔵設備容量の探索が可能であることを示した。 

 

6.2 今後の課題 
 本研究の今後の課題として以下の事項を考慮した検討を続けることが考えられる。 

 

時間刻みの細分化 

 本研究においては，計算時間の関係から単位時間を 1 時間として設定しているがこれを

より細かい時間に変更できるようなアルゴリズムの構築が課題である。単位時間を小さく

することで離散化の際の誤差が小さくなり，より現実に近いシミュレーションが可能にな

る。 

 

取引事業者の詳細化 

 本研究では，電力貯蔵設備保持者が発電設備を保持しているといった状況を想定してい

ない。設備毎に単独決済を行うのならば本研究のモデルでも模擬できるが，実際は連結し

て決算を行う。また，電力貯蔵設備は発電設備の負荷平準化効果を有するため，それを考

慮することによってまた別の経済的価値が生じてくることも予想される。そこで，今後は

貯蔵設備保持者が発電設備も保持していたり，需要を持っていたりといった複合エージェ

ントのモデル化を行う必要がある。 
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付録 
係数行列導出法について（以下 s を s+ds と入れ替えたものを本研究では用いている） 

●1 階偏微分 
i

ks
x

V
Δ

Δ ,,M  

 1 階偏微分の差分近似について，以下のように表すことができる。 

mi = 1 

i

ksks

i

ks

x
VV

x
V

Δ

−
=

Δ

Δ + )( ,,M,,eM,,M i  

mi = [2 , Ni‐1] 

i

ksks

i

ks

x
VV

x
V

Δ

−
=

Δ

Δ −+

2
)( ,,eM,,eM,,M ii  

 

mi = Ni 

i

kk

i

k

x
VV

x
V

Δ

−
=

Δ

Δ − )( s,,eMs,,Ms,,M i  

ただし，ei ： 単位ベクトル 

 よって，偏微分方程式にある
i

k

x
V
Δ

Δ
⋅ s,,Mα の項が含まれた場合，係数行列の要素に対して次

のように加える。 

1’stPDtoCoefMatrix[M ,i ,α] 

mi = 1 

ix
AA

Δ
+= ++

α
s,eM,s,Ms,eMs,,M isi

  ,   
ix

AA
Δ

−=
α

s,M,s,Ms,M,s,M  

mi = [2 , Ni‐1] 

 

ix
AA

Δ
+= ++ 2s,eM,s,Ms,eM,s,M ii

α
 ,   

ix
AA

Δ
−= −− 2s,eM,s,Ms,eM,s,M ii

α
 

mi = Ni 

ix
AA

Δ
+=

α
s,M,s,Ms,M,s,M     ,    

i
-- x

AA
ii Δ
−=

α
s,eM,s,Ms,eM,s,M  

 

●2 階の偏微分
ji

k
xx

V
ΔΔ

Δ ,s,M
2

 

2 階偏微分の差分近似については，i = j と i ≠ j のケースを分ける。以下のように表すこ

とができる。 
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i = j 

mi = 1 

2
,s,M,s,eM,s,e2M

2
,s,M

2 2

i

kkk

i

k

x

VVV

x

V
ii

Δ

+−
=

Δ

Δ ++  

mi = [2 , Ni‐1] 

2
s,,eMs,,M,s,eM

2
s,,M

2 2

i

kkk

i

k

x
VVV

x
V

ii

Δ

+−
=

Δ

Δ −+  

mi = Ni 

2
s,,e2Ms,,eMs,,M

2
s,,M

2 2

i

kkk

i

k

x
VVV

x
V

ii

Δ

+−
=

Δ

Δ −−  

 

i ≠ j 

mi = 1 

j
i

k

i

k

ji

k x
x

V
x

V
xx

V j Δ⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

Δ
Δ

−
Δ

Δ
=

ΔΔ
Δ + s,,Ms,,eMs,,M

2

 

mi = [2 , Ni‐1] 

j
i

k

i

k

ji

k x
x

V

x

V

xx
V jj Δ⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

Δ

Δ
−

Δ

Δ
=

ΔΔ
Δ −+ 2s,,eMs,,eMs,,M

2
 

mi = Ni 

j
i

k

i

k

ji

k x
x

V

x
V

xx
V j Δ⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

Δ

Δ
−

Δ
Δ

=
ΔΔ

Δ − s,,eMs,,Ms,,M
2

 

よって，偏微分方程式にある
ji

k

xx
V
ΔΔ

Δ
⋅ s,,M

2

α の項が含まれた場合，係数行列の要素に対して次の

ように加える。 

 

2’ndPDtoCoefMatrix[M ,i ,j ,α] 

i = j 

mi = 1 

2s,e2Ms,,Ms,e2Ms,,M
ix

AA
ii Δ
+= ++

α
, 2s,eM,sM,s,eM,sM,

2
ix

AA
ii Δ
−= ++

α
, 2sM,,sM,sM,,sM,

ix
AA

Δ
+=

α
 

mi = [2 , Ni‐1] 

2s,eM,sM,s,eM,sM,
ix

AA
ii Δ
+= ++

α
 ,  2sM,,sM,sM,,sM,

2
ix

AA
Δ

−=
α

 ,  2s,eM,sM,s,eM,sM,
i

-- x
AA

ii Δ
+=

α
 

mi = Ni 

2sM,,sM,sM,,sM,
ix

AA
Δ

+=
α

,  2s,eM,sM,s,eM,sM,
2

ix
AA

ii Δ
−= −−

α
 , 2s,e2M,sM,s,e2M,sM,

ix
AA

ii Δ
+= −−

α
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i ≠ j 

mi = 1 

1’stPDtoCoefMatrix[M+ei ,i ,α/Δxj] , 1’stPDtoCoefMatrix[M,i ,-α/Δxj] 

mi = [2 , Ni‐1] 

1’stPDtoCoefMatrix[M+ei ,i ,α/2Δxj], 1’stPDtoCoefMatrix[M-ei,i ,-α/2Δxj] 

mi = Ni 

1’stPDtoCoefMatrix[M ,i ,α/Δxj]  ,  1’stPDtoCoefMatrix[M-ei,i ,-α/Δxj] 

 

●係数行列導出のアルゴリズム 

A 1= 0                           % 行列係数の全ての要素を 0 に初期化する 

For M = [1,1,...,1] to [N1,N2,...,Nn] 

A1M,M = 1+Δt/T1           % V1,M,kによる係数行列の要素 

% 1 階偏微分による係数行列の要素 

For i = 1 to n  

1’stPDtoCoefMatrix[M ,i , taiΔ− ] 

Next I 

% 2 階偏微分による係数行列の要素 

For i =1 to n  

For j = 1 to n 

2’ndPDtoCoefMatrix[M ,i ,j , tbb jiij Δ− ρ
2
1

] 

Next j 

Next i 

Next M 

A’1，A0についても同様。 
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